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松岡ゼミ・山本ゼミ対抗ディベート

2009年7月15日

１．ケース

現在から約19年前の1990年に、当時41歳であったＸは、退職直後に亡くなった父親の退職金2000万円が

遊休資金となっていたところ、Ｙ保険会社のセールスマンＡから非常に有利な投資先だとの強い勧誘を受

けて、20年満期の本件変額保険契約を結んだ。しかし、その後のバブル経済の崩壊で株価が低迷し、運用

益がマイナスに転じたため、最低保証のある死亡・高度障害の場合を除いて、保険金や解約返戻金の額は、

当初の一時払保険料を大幅に割り込む事態となった。

そこで、1992年頃、Ｘは、Ｙに対し、Ａの勧誘時の説明とまったく異なる事態となって予想外の損害を

受けているとして強く抗議し、契約をなかったことにして支払った一時払保険料2000万円を返して欲しい

旨を何度も要望したが、Ｙはこれを拒んだ。この当時、変額保険問題がようやく社会問題となりつつあっ

たが、まだ、契約の錯誤無効や保険会社の損害賠償責任を認める判決は登場していなかった。Ｘが足繁く

通った法律相談でも、多くの弁護士や大学教授から、「Ｙの説明義務が認められるかどうか難しい。また、

Ａの勧誘の仕方について細かいところまで立証できないと、過失があったと裁判所に認めてもらうことは

できないだろう。仮に、Ｙの説明義務違反を問えたとしても、Ｘもよく考えずにＡの説明を鵜呑みにした

ところもあるので、過失相殺がされる可能性が高く、リスクの多い訴訟を何年かかけて行っても、せいぜ

い支払った金額の半分程度戻ってくれば上等で、そこからさらに訴訟費用などが差し引かれてしまう。高

額の死亡保証はあるのだし、満期はあなたの定年の頃だから、景気は回復しているかもしれない」と説得

された。その当時すでにＡはＹを退職して連絡が取れなくなっており、勧誘当時の証言を得ることも期待

できなかったので、Ｘは、結局訴訟を起こすことはなく、半ば諦めていた。

その後、株価は2000年代に入って回復する傾向を見せたので、Ｘは安心していたところ、2008年9月のリ

ーマンショック以後の世界同時不況で、また株価が急落してしまい、人員整理で失職していたＸが生活資

金として期待していた2009年の満期返戻金は、非常に少額になってしまいそうであった。ちょうどその頃、

ある雑誌の記事で、バブル期に保険会社が行っていた無茶苦茶な契約勧誘の方法を告発するものがあり、

そこでは目隠し写真として掲載されていたＡがＸとの契約の事例などを挙げているのを発見した。Ａに連

絡を取ることができたＸは、今さらＡの責任を問うことはできないし、その意思もないことを告げて、裁

判になった場合に証言をしてくれる旨の確約を得た。その証言テープや当時の契約書などを持参して弁護

士に相談したところ、ここまで証言してもらえるなら、いくつかの裁判例に照らして、間違いなく裁判所

に錯誤無効を認めてもらえる、と勇気づけられた。

そこで、ＸはＹに対して、本件変額保険契約の無効を主張し、一時払保険料2000万円全額の返還を求め

た。これに対し、Ｙは、Ｘに錯誤があったとしてもＸの返還請求は認められないこと、またかりに認めら

れる余地があるとしても、返還すべき額は2000万円よりも少なくなることを主張した。
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